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平成１７年（行ウ）第１５７号、第１８４号乃至第１９１号 国籍確認請求事件 

２００６年２月２２日 

原告準備書面７ 

 

原   告    

外８名 

被   告     国            

 

東京地方裁判所 民事第３８部合議係  御中 

 

                                        原告ら訴訟代理人 

弁 護 士  近   藤   博   徳 

弁 護 士  張       學   錬 

弁 護 士  金       竜   介 

弁 護 士  西   田   美   樹 

弁 護 士  濱   野   泰   嘉 

弁 護 士  細   田   は づ き 

弁 護 士  山   口   元   一 

 

記 

第１ 準正により日本人家族との生活の同一性・生活の一体化が生じる、との主張に

事実的・・制度的裏付けがないことについて 

 国籍法３条１項の依って立つ「血統主義」がその内容として「日本人家族との

生活の同一性・生活の一体化」を要求している、との被告の主張が合理性を有し

ないことは、原告準備書面１及び同５で詳述した通りである。ここではさらに、

「準正により日本人家族との生活の同一性・生活の一体化が生じる」との被告の

主張に事実的・制度的裏付けがないことを述べる。 

 

 １ 事実的裏付けがないことについて 

(1) 被告は第２準備書面において、厚生労働省の人口動態統計によれば日本におけ
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る出生子に占める非嫡出子の割合は１．５パーセントに過ぎないとしている（１

６頁）。 

 しかしながら、日本人母の非嫡出子が日本国籍を取得できることに争いがない（法

２条１号）ことからも分かるように、嫡出子であるか否か、非嫡出子の割合が多

いか少ないか自体は全く問題ではない。被告は法３条１項が準正すなわち日本人

父による認知に加え日本人父と外国人母の婚姻を要件としている理由として「単

なる非嫡出子は日本人父との生活の同一性がないが、準正によりこれが形成され

る結果、日本国との密接な結びつきが生じる」と主張しているのであるから、非

嫡出子とその父親との生活の一体性が社会一般的に存在しないこと、及びこれが

準正によって初めて形成されること、という社会的事実の存在が法３条１項を裏

付ける立法事実となる。 

 しかるに被告からはかかる立法事実が存在することを示す何らの主張・立証もな

されていない。 

(2) 他方、原告代理人らにおいてもかかる立法事実の有無について調査を行ったが、

調べる限り嫡出子と非嫡出子あるいは非嫡出子と準正子の親子の生活同一性につ

いて調査したデータは皆無であり、また国籍制度に詳しい法学研究者や社会学研

究者に問い合わせをしても、１９８４年の国籍法改正前後から現在に至るまで、

そのような調査結果を見たことはないとの解答のみ得られた。 

(3) このように、法３条１項は被告の主張するような立法事実を全く欠いたもので

あり、それ自体既に立法の合理性を欠くものというべきである。 

 

 ２ 制度的裏付けがないことについて 

 (1) 準正制度の内容 

 準正の要件について、民法７８９条１項は「父が認知した子は、その父母の婚

姻によつて嫡出子たる身分を取得する。」と定め、２項は「婚姻中父母が認知し

た子は、その認知の時から、嫡出子たる身分を取得する。」と定める。１項は「出

生→認知→婚姻」という事実経過を想定するのに対し、２項は「出生→婚姻→認

知」という経過を想定したものである。そしてこの２項の適用について、離婚後

の認知、裁判認知、死後認知も同項の認知要件を充足し準正が成立するとの解釈

が確立している。 
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(2) 父親と同居のない準正子の存在 

 その結果、日本人父と外国人母の間に婚外子が出生し、両親が婚姻し同居を開

始したが、離婚して別居し、その後に日本人父が子を認知する（あるいは子が父

に対し裁判手続で認知を求める）というケース、あるいは日本人父と死別した後

に死後認知訴訟を提起するケース、が生じる。これらの事案において、子と日本

人父（生物学上の父）との間に生活の同一性が認められる時期には法律上の父子

関係は存在せず、認知によって法律上の父子関係が成立した（したがって準正が

成立した）ときには既に生活の一体性は存在しない。このように、「準正により

日本国民の家族関係に包摂される」「日本人家族との生活の同一性・生活の一体

化が生じる」との被告の主張は、何らの根拠もないのである。 

(3) 準正制度には父子の同居は内在していない 

 被告は、このような事案は希有な事態であり、かかる例外的な事実関係に基づ

く批判は失当である、と反論するかも知れない。しかしながら、問題は事案の件

数の相対的な多寡ではなく、準正制度自体にこのような場面が内在されているこ

とである。前述の通り、離婚後の認知、死後認知による準正の成立は民法７８９

条２項の解釈として確立しており、またこれらの場合に法３条１項により国籍取

得ができることも争いはない。このように、準正という制度はそれ自体に日本人

父との生活の一体性を欠く場面を内在しているのであり、法３条１項もこれを許

容しているのである。「準正により日本人家族との生活の同一性・生活の一体化

が生じる」との被告の主張は、準正制度に対する誤った理解に依拠するものであ

り、この点で既に失当である。 

(4) 具体的な事例 

(ｱ) 父親との同居がない準正子の存在は、事案としても決して希有なものではない。 

 甲１５号証は、民間ＮＧＯ団体「JFC（Japanese-Filipino Children）を支えるネッ

トワーク」（東京都千代田区九段南４－８－３４ ＨＫハイム３０３）が相談を

受けて取扱い、弁護士の関与を得て解決したケースのうち、準正が成立したケー

スの一部である。いずれも日本人父とフィリピン人母の間に生まれた子のケース

であるが、これらを見ると、一口に準正と言っても様々なケースがあることが分

かる。 

①準正事例①（婚姻・同居中に出生・認知（準正成立）、その後別居・離婚） 
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 1992 年 10 月 両親同居開始 

 1994 年 1 月 12 日 非嫡出子Ｔ出生 

 1995 年 11 月 5 日 非嫡出子Ｓ出生 

 1997 年 4 月 2 日 両親婚姻 

 1997 年 8 月 25 日 父がＴ及びＳを認知 

 1998 年 5 月 両親別居 

 1998 年 6 月 14 日 両親離婚 

②準正事例②（出生・婚姻・認知（準正成立）、但し同居なし） 

 1993 年 5 月 両親同居開始 

 1995 年 5 月 同居解消 

 1995 年 11 月 5 日 非嫡出子Ｒ出生 

 1996 年 9 月 1 日 両親婚姻 

 1997 年 1 月 7 日 父がＲを認知 

 なお、日本人父とＲとは同居をしたことがない。 

③準正事例③（出生・婚姻・同居・別居・離婚・認知（準正成立）） 

 1984 年 12 月 両親交際（同居はない） 

 1985 年 10 月 6 日 非嫡出子Ｋ出生 

 1987 年 9 月 16 日 両親婚姻 

 1987 年 9 月 27 日 両親とＫ同居開始 

 1987 年 10 月 20 日 嫡出子Ｍ出生 

 1988 年 8 月 両親別居 

 1993 年 2 月 4 日 両親離婚 

 2005 年 6 月 14 日 父がＫを認知 

④準正事例④（出生・婚姻・同居・認知（準正成立）・別居・離婚） 

 1998 年 11 月 両親交際（同居はない） 

 1999 年 10 月 8 日 非嫡出子Ｍ出生 

 2000 年 3 月 31 日 両親婚姻 

 2001 年 10 月 5 日 嫡出子Ｋ出生 

 2001 年 10 月 両親とＭ同居開始 

 2001 年 10 月 31 日 父がＭを認知 



- 5 - 

 2001 年 11 月 5 日 Ｋ死亡 

 2002 年 6 月 両親別居 

 2003 年 8 月 5 日 両親離婚 

⑤準正事例⑤（出生・婚姻・認知（準正成立）・離婚、但し同居なし） 

 1986 年 両親交際 

 1987 年 10 月 19 日 非嫡出子Ｇ出生 

 1988 年 1 月 20 日 両親婚姻 

 2000 年 7 月 26 日 父がＧを認知 

 2000 年 12 月 25 日 両親離婚 

 日本人父とＧは同居したことがない 

⑥準正事例⑥（出生・同居・別居・婚姻・認知調停申立） 

 1989 年 3 月 両親交際（同居はない） 

 1991 年 4 月 30 日 非嫡出子Ｔ出生 

 1993 年 8 月 両親同居（Ｔの同居はない） 

 1994 年 2 月 両親別居 

 1994 年 10 月 4 日 両親婚姻 

 1994 年 10 月 11 日 嫡出子Ｋ出生 

 2004 年 3 月 4 日 母、Ｔ及びＫ来日（但し父との同居なし） 

 現在、認知調停申立準備中 

 日本人父とＴは同居したことがない 

 以上の通り、６例中３例について、準正が成立した（又は成立する予定の）子

と日本人父との間の同居歴が存在しない。両親が日本とフィリピンに別れて生活

しているために婚姻は成立しても直ちに同居生活に入らないことがある、という

事情は存在するものの、このような事例も準正の成立及び条３条１項による国籍

取得については何ら特殊なものではない。実際、これらの事案（第⑥例を除く）

において、国籍取得に際して事実経過が特殊であるとして届出の受理を留保され

たり、詳細な調査をされたりした事案は１件もない。これら事案が、準正の成立

及び法３条１項による国籍取得において限界事例でも何でもない、要件適合に何

の問題もないという意味で典型的な事案であることが明らかだからである。 

(ｲ) また、甲１６号証の認知請求調停事件も同様の事実経過を有する。同事件にお
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いては、日本人男とフィリピン人女が未婚で同居中の１９９１年４月に両者の間

に非嫡出子が出生し、同年７月に両親は婚姻したが、翌１９９２年１２月にフィ

リピン人母と子はフィリピンに帰国した（日本人父はフィリピンにて子を自分の

子と認める宣誓供述を行っているが、法務省の見解によればフィリピンにおける

宣誓供述は日本における認知の効力を有しない、とされている）。その後フィリ

ピン人母と子は再度来日し日本人父と一時同居したが間もなく別居し、さらに子

は母とも別居して、現在は児童相談所を経て児童養護施設にて生活しており、今

般父を相手方として認知調停を申し立てたものである。同事件は２００６年２月

１７日に第１回調停期日が開かれ、本件原告訴訟代理人弁護士近藤博徳及び相手

方が出席し、相手方が自分の子どもであることを認めたため、家事審判法２３条

により合意に相当する審判が下される予定である。このように、日本人父との同

居中は法律上の親子関係が存在せず、父に対し裁判手続によって法律上の親子関

係を形成ないし確認しようとする時には既に日本人父との生活の同一性は失わ

れ、回復の余地がなくなっている、という事案についても、準正の成立及び法３

条１項による国籍の取得は全く問題なく成立するのである。 

(ｳ) 日本人父と密接な繋がりを有する非嫡出子も存在する。 

 非嫡出子とその父との間に同居関係若しくはそれに準ずると評価しうる密接な

関係が存在する事案も希有な例ではない。東京地裁平成１７年４月１３日判決の

事案もこのような父子関係が存在した事案であるが、その他にも前述した「ＪＦ

Ｃネットワーク」が取り扱った事例を要約した甲１７号証に見られるように、非

嫡出子とその父との間の関係の存在や濃淡は個々様々であり、決して被告が言う

ように嫡出子と非嫡出子とで単純に区別しうるものではないのである。 

(5) 結論 

 以上の通り、「準正の成立により日本国民の家族関係に包摂され、日本人家族

との生活の一体性・生活の同一化が生じる」ことを根拠に法３条１項が両親の婚

姻を要件とすることの合理性を主張する被告の主張は、その前提を欠き、失当で

ある。 

 

第２ 諸外国法令との比較（国内出生・母が外国人・両親非婚事案） 

 １ ドイツ 
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 ドイツでは、１９９３年６月３０日の法改正によって、ドイツ人父の非嫡出子

の生来的国籍の取得が認められることとなった。 

 すなわち、「父母の一方がドイツ国籍を有するときは、子は出生によりドイツ

国籍を取得する。非嫡出子の出生に際して、父だけがドイツ国籍を有するときは、

国籍取得を主張するために、ドイツ法上有効な父子関係の確認が必要であり、父

子関係確認の手続は、子が２３歳に達するまでに開始されなければならない」（４

条１項）。 

 連邦議会の理由書は、この改正を次のように説明している。 

 「この規定は、血縁によるドイツ国籍の取得について、可能なかぎり、嫡出子

と非嫡出子の区別をなくす趣旨である。もっとも、嫡出子の場合には、民法【５

９】により、…父子関係の推定が働くのに対して、非嫡出子の場合には、父子関

係の形式的確認（認知または裁判）を要するから（民法１６００a 条）、ドイツ

人父の非嫡出子については、血縁による国籍取得の主張は、有効な父子関係の確

認にかからせることが必要であった。」「国籍法における父子関係の確認につい

て、家族法と異なった基準を用いることは、ほとんど考えられない。嫡出子の血

縁による国籍取得も、家族法上の規定にもとづいて規律されている」。  

 

２ フランス 

 １９７３年１月９日の国籍法改正法は、嫡出子と非嫡出子の平等を図るために、

従来の枠組みを大きく変え、「少なくとも一方の親がフランス人である子は、嫡

出子であると自然子であるとを問わず、フランス人とする」（１７条）という規

定をおいた。 

 旧法は、認知を先に行った親がフランス人であること、および認知が同時に行

われた場合には、父がフランス人であることを要求していたが、改正法１７条は、

認知の先後を問わず、また認知を行った親の性別を問わず、少なくとも親の一方

がフランス人であれば、子にフランス国籍を付与することにした。 

 同法は、１９９３年７月２２日の法律によって民法に編入されたが（１８条）、

内容は変更されていない。 

 

３  ベルギー 
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 １９８４年６月２８日の国籍法は、従来の基本的枠組を大きく変更した。すな

わち、第２章第１節「父または母の国籍によるベルギー国籍の付与」において、

「以下の者はベルギー人とする。１ ベルギー人を親としてベルギーで生まれた

子。２ 外国で生まれた以下の場合の子。(a)ベルギー人親がベルギーにおいて、

またはベルギーの主権もしくは委任統治に服する領域において生まれたとき。(b)

ベルギー人親がこの出生の日から５年以内に、子のためにベルギー国籍の付与を

求める届出をしたとき。(c)親がベルギー人であり、かつ子が１８歳または未成年

解放までに他の国籍を取得しないか、それとも保持しないとき」（８条１項前段）。

「前項の適用については、親は、子の出生の日、または子の出生前に死亡したと

きは、その死亡の日に、ベルギー国籍を有していなければならない」（同条２項）。 

 これらの規定は、国籍付与における嫡出子と非嫡出子の差別を撤廃している。 

 

４  イタリア 

 １９９２年法２条２項は、認知による国籍取得について、以下のように規定し

ている。 

 「子が未成年の間に親子関係の認知または裁判上の確認があったときには、こ

の法律の規定により子の国籍を定める」（１項）。「認知または裁判上の確認さ

れた子が成年に達しているときは、子は従来の国籍を保持する。ただし、認知、

裁判上の確認または外国処分の効力の承認から１年以内に、親子関係により定ま

る国籍の選択を届け出ることができる」（２項）。「本条の規定は、父子関係ま

たは母子関係を確認することができなくても、扶養または扶養料を請求する権利

を裁判上認容された子にも適用する」（３項）。 

 

５ スイス 

 ２００６年１月１日施行のスイス国籍法は、「スイス人父と婚姻関係にない母

の外国人の子は、父と密接な関係があることを根拠に、あたかも出生のときに取

得したように、スイス国籍を取得する。」とし、従来の「外国籍を有する未成年

の子は、父がスイス国民でありその子の出生後に母と婚姻したときは、スイス国

籍を取得し、その取得は、出生とともに行われたものとみなす。」（１条２項）

という準正要件を廃止した。 
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６ その他 

 認知のみによって、国籍を取得する制度を採用する国には、スウェーデン・ノ

ルウェー・オーストリア・スペイン・ギリシャ・トルコなどがあり、さらに要件

が緩やかである国には、デンマーク・スイス・アメリカなどがある。 

 

７ 認知以外の要件を必要とする国    

 被告は、イギリス及びオランダのように、現在でも認知のみでは国籍取得を認

めない国もあることを根拠に、準正要件が不合理な区別を設けたものではないと

する。 

 しかし、イギリスにおいては、準正要件以外にも、登録・養子縁組による国籍

取得の方法が別途認められているのである。 

 また、オランダにおいても、認知のみならず３年間の監護養育が要求されるの

は、届出による場合に限られ、別途、父子関係確認による国籍取得の規定が設け

られているのである。 

 すなわち、「第３条の規定にかかわらず、父子関係が裁判により確認された子

は、第一審判決の日に未成年であり…かつ父が（判決確定の日等に）オランダ人

である」場合には、判決の確定により、法律上当然にオランダ国籍を取得する（４

条）のである。  

 

第３ 被告第３準備書面に対する反論 

 １ 被告の主張 

 戸籍法６０条が認知届は届書の提出によるものとする一方、２７条は届出の方

法について書面又は口頭で行うことができるとし、３７条は口頭による届出の方

式等について規定し、その３項において口頭による認知届を認める趣旨の規定が

ある。被告はこれらの規定を根拠に口頭による認知届は法律上認められているの

に対し、口頭による国籍取得届は法律上認められていないから、原告

及び原告 について口頭による国籍取得届を行ったとの原告らの主張は

失当である、と批判する。 

 しかしこの批判は的はずれである。 
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 ２ 戸籍法２７条及び３７条１項２項の解釈 

 戸籍法２７条及び３７条１項２項の内容を詳しく見ると以下の通りである。 

 ３７条１項２項は口頭による届出の方式について規定する。その内容は、届出

人が市町村役場に出頭して届書に記載すべき事項を陳述し、市町村長はこの陳述

を筆記して日付を記載したものを届出人に読み聞かせ、かつ届出人に署名押印さ

せる。 

 すなわち、戸籍法２７条が予定する「口頭による届出」とは、市町村役場の窓

口に赴いて口頭で届出をしたい旨を申し立てる行為全てを許容するものではな

く、戸籍法３７条１項２項に明確に規定された一定の限定された方式を備えたも

のに限って「口頭による届出」として許容しているのである。 

 

 ３ 原告が指摘した、口頭による胎児認知届が認められた事案 

 原告が準備書面４・２頁で指摘した事案（甲１３・１４号証）は、子の父であ

る日本人男性が子の出生前に胎児認知の届出を使用としたところこれを拒否され

た事案であり、戸籍法３７条１項２項の「口頭による届出」の要件を充足してい

ないことは明らかである（嫡出推定がはたらくため当時の戸籍実務では書面であ

れ口頭であれ胎児認知はできない事案であったはずであり、またそもそも口頭に

よる届出が成立していたならば裁判にならなかったはずである）。したがって、

同事件で父による口頭での認知届があったとしているのは、決して戸籍法３７条

に規定する要件を充足した届出を言っているのではなく、まさに戸籍法の規定し

ていない口頭での申し出行為を口頭での届出として認めたものに他ならないので

ある。 

 したがって、戸籍法２７条及び３７条が口頭による認知届を認め、他方で口頭

による国籍取得届を認める規定が存在しないことを以て、原告 及び原

告 についての口頭での国籍取得届の成立を否定する被告の主張は的は

ずれであり、失当である。 

 

以 上 




